兵庫県受動喫煙対策室からの回答について（平成26年6月30日）
兵庫県受動喫煙対策室の四方弘道室長から回答がありました。

兵庫県受動喫煙対策室は、条例について問い合わせを受けた際、「庁舎外に建てられた喫煙室は、建物内禁煙を定めた条例に抵触しない」と指導しておられたようです。「受動喫煙を防ぐ対策を指導している」というより、「喫煙公務員の喫煙場所を確保するために、条例をどう解釈すれば、喫煙場所を確保できるかを指導している」のが実態のようです。
「条例施行の5年後に見直し」とのことですが、神奈川でも、前進しなかったことを考えると、スペインモデル同様、「分煙を掲げたために遅延策になった」という過去の悪い事例の通りになっていることがわかります。
日本は、タバコ規制枠組み条約第2回締約国会議で定められた内容、つまり、２０１０年２月までに屋内を「分煙なし、例外なし、罰則付き」の完全禁煙にすべき受動喫煙防止法制定を、完全に無視しています。JTは、各地の労働衛生講習会で、分煙オンパレードの受動喫煙対策の講演を請け負っています。神奈川県の受動喫煙防止条例が分煙を許容したことの弊害が、あちこちで出ていることがわかります。完全禁煙化へのステップどころか、遅延策であり後退だと思います。兵庫県でも、一部禁煙になったところもありますが、「喫煙出来ます」や「分煙」を掲げた飲食店が目につくようになりました。
スモークフリーを「分煙」と誤訳し、分煙条例を成立させることに当会が同意できない理由は、この事実からも、わかっていただけることと思います。
